
図表 7　標準審理モデルにおける手続の流れ
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2―― 運用上の課題

（1）審理
審理員及び審査会制度の導入により、改正法に基づく審査請求の審理は
現行法と比べて複雑性を増している。
ただし、複雑性を増しているのは主として審査庁（行政）側が踏むべき
手続であり、審査請求人（住民）に求められる手続はむしろ簡素化し、か
つ、充実化しているといえる。つまり、改正法を審査請求人側からみれば、
不服申立ての種類が審査請求に一元化されたのに加え（改正法 2条、3条）、
現行法でも存した教示制度（現行法 57条、改正法 82条）に改正法では情報
の提供に関する自治体の努力義務もあり（同 84条）、従前に比べて不服申
立てがしやすくなると考えられる。
また、審査請求の申立後についても、現行法による場合と異なり当該処
分に関与していない審理員による審理手続が保障され（改正法 9条）、必ず
処分庁による弁明書を受け取ることができ（同 29条 2項、5項）、それを踏
まえた反論書や口頭意見陳述の準備のために記録の閲覧のみならず謄写を
することも可能になり（同 38 条 1項）、口頭意見陳述の場には全ての審理
関係人が招集され（同 31 条 2項）、審理員の許可を得れば処分庁に対して
質問をすることもできるようになる（同 31条 5項）。
さらに、第三者機関である審査会への諮問・答申を経ることで、審査庁
の裁決の公正性の向上も見込まれる（改正法 43 条）。審査庁が踏むべき手
続の複雑化は、これら審査請求人の手続の簡素化や充実化の裏返しともい
えるだろう。以下においては、審査庁（自治体）側から見た審理手続の流
れ及び各手続における留意点を概説する。

①手続の流れ

改正法に基づく審理手続は、審査請求人が審査請求書を審査庁となる
べき行政庁に提出することから始まる（改正法 4条、19条）80）。改正法は、
標準審理期間 け 「審理 「審査請求 （審査庁
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■改正行政不服審査法が施行される平成28年4月までに自治体が準備すべき組織体制、
人材、審査事務手続の運用方法、条例改正の対応を具体的に提示。
■自治体現場の視点で、いつまでにどのような検討が必要か詳細に解説した唯一の書。
■現場の実務に精通した自治体職員による執筆と改正法の制度設計に携わった行政法
学者の監修による信頼できる内容。
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図表を用いた制度解説 現場目線の課題を解説

組見本

特　色



キ　リ　ト　リ　線

部署名

＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　　　　　  　フリーダイヤル TEL　 0120̶203̶696　FAX　 0120̶202̶974 

□公用
□私用

　　　　　―　　　　　　―　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

機関名

■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
FAX　　0120̶302̶640

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

書店印

取 扱 い

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

部申込部数
●定価2,700円（本体2,500円）　［コード035154］

申　込　書　〈第一法規刊〉

改正行政不服審査法 ―自治体の検討課題と対応のポイント―

改正行服法対応  （035154）2015.1 SE

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!第一法規 検　索詳 細・お申し込みはコチラ

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適応税率に依ります。

目次
（抜粋）

Ⅰ．行政不服審査法関連三法の概要
１―行政不服審査法
（1）趣旨・目的
（2）主要な改正事項の概説

①不服申立ての種類　
②審査請求期間　
③審理機関　
④争点・証拠の事前整理手続　
⑤記録の閲覧・謄写
⑥対審的制度
⑦弁明書の提出
⑧諮問機関
⑨標準審理期間の設定
⑩情報の提供
⑪不服申立ての処理状況の公表

２―行政不服審査法の施行に伴う関係法律の
　　 整備等に関する法律
（1）趣旨・目的
（2）改正個別法の概要

①地方自治法
②地方税法
③生活保護法

３―行政手続法の一部を改正する法律
（1）趣旨・目的
（2）主要な改正事項の概説

①行政指導の方式
②行政指導の中止等の求め
③処分等の求め

Ⅱ．自治体の検討課題と対応
１―組織上の課題
（1）審理員

①求められる能力・資質
②指名
③人材の育成

（2）行政不服審査会
①設置・組織
②調査審議その他の運営

２―運用上の課題
（1）審理

①手続の流れ
②標準審理期間の設定

（2）条例制定・改廃
①行政不服審査法関連
②行政手続法関連

３―その他の課題
（1）庁内全体の取組（組織的対応の必要性） 

①事前準備
②行政不服審査法関連三法施行後の実務

（2）職員の研修（法的素養向上の重要性）

Ⅲ．資料編
１―施行までの作業スケジュール
　　 （対応必要事項のチェックリスト）
２―行政不服審査法・行政手続法
　　 （新旧対照条文）
３―総務省公表資料（抜粋）

「逐条解説」や「Q&A」により、地方自治法や行政手続、行政救済・争訟に関する疑問を即座に解決します。
さらに、関連法令に関するキーワード解説、チェックリスト等により、実務に関する情報を幅広く閲覧でき、
日常業務の点検や根拠法令の理解が容易になり、法制業務の効率化を実現します。

関連
商品 自治体法務サービス『コンシェルジュ デスク』は、

豊富な法解説情報を即座に案内する総合Webサービスです。

DH19990309
長方形


